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（月末値）

ドル・円 (円) 155.83 148.0 ～ 162.0 154.0

ユーロ・ドル (ドル) 1.178 1.14 ～ 1.20 1.17

ユーロ・円 (円) 183.77 172.0 ～ 186.0 180.2

ポンド・ドル (ドル) 1.352 1.32 ～ 1.37 1.33

ポンド・円 (円) 210.83 200.0 ～ 215.0 204.8

豪ドル・円 (円) 104.54 102.0 ～ 106.0 103.0

NZドル・円 (円) 91.03 89.0 ～ 93.0 90.0

日経平均 (円) 50,408 48,000 ～ 52,000 50,500

NYダウ (ドル) 48,731 47,000 ～ 50,000 48,500

日本 (%) 2.050 1.90 ～ 2.15 2.00

米国 (%) 4.134 3.75 ～ 4.25 4.10

12月25日現在 1月の予想

USD
財政懸念は次第に緩和を見込むも、FRBの慎重姿勢がドル買い要因に

EUR

ECBが利下げ局面を終了したとの見方から、ユーロは底堅さが継続

GBP

財政懸念を抱え英ポンドの一方向の上昇に一服感

AUD

NZD
豪中銀のタカ派姿勢が豪ドルを下支え

株式

相場

需給及びセンチメントの悪化で上値の重い展開が続こう

日本株と同様に上値の重い展開が続こう

長期

金利

財政・金融政策の主要イベントが通過し、長期金利は概ね横ばい

QT停止や新FRB議長への期待等から低下するとみる

12月25日現在 （月末値）

人民元・円 22.25 21.00 ～ 23.00 22.00

バーツ・円 5.012 4.90 ～ 5.10 5.00

ルピア・円 0.931 0.89 ～ 0.97 0.91

1月の予想
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◆ 今月の相場見通し

りそなホールディングス 市場企画部
りそな銀行 国際事業部

※各マーケットコメントは12月26日（金）9:00現在
※休日の実績は前営業日

◆ アジア通貨見通し

◆ 今月の重要日程

◆ 今月の注目ポイント

FRB新議長人事のマーケットへの影響に注目

テーマ 注目度 今月の注目ポイント

米
国
金
融
政
策

◎

【FRB新議長人事】米国ではFRB議長人事がいよいよ公表される。早
ければ１月任期を迎えるミラン理事の後任として議論に加わる可能性が
ある。現時点で最有力候補のハセット氏はトランプ大統領との近さが懸
念されFRBの独立性の観点からはネガティブ。ウォーシュ氏やウォーラー
氏と比較して利下げに積極的であることが好感される可能性がある一方、
債券市場ではビハインドザカーブ懸念から特に長めのゾーンの金利上昇
につながる可能性がある。

日
本
財
政

〇

【日本国債需給】2026年度国債発行計画では市場に配慮し、超長
期ゾーンの発行額を減少させる一方、10年債は据え置き、中短期債の
発行額は補正で決定された1月以降の増額を維持する格好となった。
中短期債市場は、金融政策の不透明感強い中で手を出しづらいゾー
ンであり、波乱材料となる可能性がある。政策決定会合後の植田日銀
総裁記者会見が注目されるが、利上げについてどのペースでどの程度進
めるかについては引き続き手探り。明示的な回答はないであろう。
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ド ル 円
◆ 今月の相場見通し① 為替（ドル・ユーロ）

ユ ー ロ

出所：Bloomberg

ユーロドル

（左軸：ドル）

ユーロ円

（右軸：円）

出所：Bloomberg

ドルインデックス

(右軸)

ドル円

(左軸:円)
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米ドル円 148.00 – 162.00円

財政懸念は次第に緩和を見込むも、FRBの慎重姿勢がドル買い要因に
12月のドル円は、155円台を中心とするレンジで推移した。25年度補正予算案が相応な規模
となるなか、高市政権による財政拡張的な政策に対する期待感が引き続き根強い。また、19日
の日銀決定会合では市場予想通り政策金利の利上げが決定され、声明文も「極めて緩和的」と
の文言が継承されるなどタカ派的であったが、円買いの動きは限定的となった。
1月のドル円は、150円台半ばを中心に、市場の織り込む日米ターミナル金利差と期待インフレ
差を反映した理論値である150円弱の水準をやや上回るレンジでの推移を引き続き想定している。
理論値との乖離は引き続き高市首相の拡張財政的な政策に対する警戒が主因であろうが、26
年度の税制改正大綱や当初予算案では、国債発行額が大幅な増加とはなっておらず、過度な
財政懸念を源泉とした円安圧力は次第に緩和しよう。一方、金融政策面では、FRBの利下げ
ペースについてはこれまでより慎重なものとなるとみられ、これがドル買い要因となることが見込まれる。
なお、片山財務相の発言を鑑みれば政府の円安許容度が高まったとは言い難く、1ドル160円を
超える水準まで円安が進行すれば為替介入への警戒感が高まろう。

ユーロドル

ユーロ円

1.14 – 1.20ドル

172.00 – 186.00 円

ECBが利下げ局面を終了したとの見方から、ユーロは底堅さが継続
12月のユーロは、対ドル・対円ともに上昇した。対ドルでは、10日のFOMC会合前までは1ユーロ

1.16ドル台前半程度のレンジで推移したが、FOMC会合において来年以降の金融政策見通しが
市場の思惑ほどタカ派的なものとはならなかったことを受け、ドル売りが進行しユーロドルは1.17ドル
台前半まで上昇した。一方で対円は、10日の米FOMCを前に円安が進行し、足元では1ユーロ
182円台の最高値圏で推移している。
1月のユーロは、対ドルでは引き続き底堅い推移が続くとみる。FRBの利下げペースについてはこれ
までより慎重なものとなることが見込まれるが、弊社では26年第1四半期にあと1回の利下げを行う
と予想しており、足元ではFRBの利下げ vs ECBの金利据え置きという構図が続くため、ユーロは底
堅い展開が継続しよう。対円については、引き続き最高値圏での推移が続こうが、本邦の過度な
財政懸念が緩和すれば上昇は一服も。



◎注意事項をよくお読み下さい

◎注意事項 お問い合わせは、取引店の担当者までご連絡ください。
当資料に記載された情報は信頼に足る情報源から得たデータ等に基づいて作成しておりますが、その内容については明示されていると否とにかかわらず、弊社がその正確性、確実性を保証するものではありません。また、こ
こに記載された内容が事前の連絡なしに変更されることもあります。また、当資料は情報提供を目的としており、金融商品等の売買を勧誘するものではありません。取引時期などの最終決定はお客さまご自身の判断でな
されるようお願い致します。

りそな マーケットフラッシュマンスリー (2026年1月号）りそなホールディングス 市場企画部
りそな銀行 国際事業部

2025/12/26

3

◆ 今月の相場見通し② 為替（ポンド・豪ドル・NZドル）

ポ ン ド

出所：Bloomberg

豪ドル・NZドルチャート
ポンドドル

（左軸：ドル）

ポンド円

（右軸：円）

出所：Bloomberg

豪 ド ル ・ N Z ド ル

出所：Bloomberg

NZドル円
（右軸：円）

豪ドル円

（左軸：円）

出所：Bloomberg

財政懸念を抱え英ポンドの一方向の上昇に一服感
12月の英ポンド相場はドルと円が主要通貨で軟調に推移するなか、堅調に推移した。米国
で発表された雇用指標が弱く米利下げ観測が高まりドル安が進行したことや日銀の利上げのタ
イミングで追加利上げに慎重な見方が広がったことで円安が進行したことが主な英ポンドの買い
材料となった。財政懸念はくすぶるものの喫緊の課題ではなく、マーケットは一旦消化。英中銀
が利下げを決めたものの5対4の僅差であり、追加利下げへのハードルは相応に高いとの見方が
広がった。
1月の英ポンド相場は反落を見込む。引き続き先送りした財政問題は英国のアキレス腱。1
月は目立った政治イベントはないものの英ポンドの上値を抑える材料となろう。金融政策面では
米国が1月に利下げを見送る見通しであり、対ドルで一方向に買われる動きは一服しよう。対
円では26年度予算で国債の発行計画が公表され一定の安心感が広がっていることや介入警
戒から一方向の円売りが一服しており上値の重い展開を見込む。

ポンドドル

ポンド円

1.32 – 1.37ドル

200 – 215円

豪中銀のタカ派姿勢が豪ドルを下支えも対円では上昇一服
12月のオセアニア通貨はドルと円が主要通貨で軟調に推移するなか、堅調に推移した。9日の
豪中銀会合で政策金利据え置きが決定された。ブロック総裁は「利下げの見通しが当面存在す
るとは考えていない。長期にわたり政策金利を据え置くか、それとも利上げがあり得るかという問題
だ。確率は言えないが、政策委員会は来年にかけ、この二つを注視することになろう」とタカ派姿
勢を継続。雇用統計が予想よりも悪化し調整する場面も見られたが、下旬は豪中銀のタカ派姿
勢を確認する中で堅調に推移した。
12月のオセアニア通貨は、対ドルで底堅い展開を見込む。既に豪中銀を巡る論点は次の一手
は利下げか利上げではなく、利上げの時期に移っている。経済指標や中銀総裁発言で振れは出
やすいものの底堅い展開が見込まれる。一方、対円では26年度予算で国債の発行計画が公
表され一定の安心感が広がっていることや介入警戒から一方向の円売りが一服しており上値の
重い展開を見込む。

豪ドル円

NZドル円

103.00 – 107.00円

89.00 – 93.00円
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◆ 今月の相場見通し③ 株式、長期金利

出所：Bloomberg
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長 期 金 利 見 通 し

米国10年金利（％）

日本10年金利（％）

出所：Bloomberg

米国2年金利（％）

株 式 見 通 し

日経平均

（左軸：円）

NYダウ

（右軸：ドル）

日本2年金利（％）

出所：Bloomberg
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日経平均

NYダウ

48,000 – 52,000円

47,000 – 50,000ドル

需給及びセンチメントの悪化で上値の重い展開が続こう
日経平均株価のフェアバリューは47,000円－50,000円程度とみられる。ただし、需給が悪化
してきており、フェアバリューを下方に乖離する可能性が高まりつつある点には留意したい。また、高
止まりする日経VI指数や信用買い残の増加は、ポジティブ材料で売り急ぎを誘発しかねないため、
上値も重いと見られる。ファンダメンタルズは底堅いため、需給とセンチメントの改善が進めば、再び
株価は上昇基調に回帰しよう(過去の傾向からは、少なくとも50日程度を要する)。

日本株と同様に上値の重い展開が続こう
基本的な見方は日本株と同様である。一部の空売り投資家が、飛躍した論理によってAIバブ
ルを警告したことを契機とするAI関連株への懸念が払拭されていない。株式市場から資金が流
出しているわけではないが、ウェイトの大きい銘柄からウェイトの小さい銘柄に資金がシフトする場
合、指数ウェイトの計算上、上値の重い展開が続こう。

米国債10年 3.75 – 4.25%

QT停止や新FRB議長への期待等から低下するとみる
米金利は4.10%～4.20%程度を妥当レンジとみる。労働市場の軟化は、低スキル人材が中
心で、富裕層が米経済を支える構図に変化はない。加えて、貧困層を中心とするマインド悪化で
財インフレが抑えられ、利下げ期待が継続しよう。QT停止や新FRB議長への期待もあって、金利
はやや低下するとみる

日本国債10年 1.90 – 2.15%

長期金利は基本的には横ばいながらも突発的な上昇には注意が必要
2026年度の政府予算案と税制改正大綱が公表され、高市財政が単なるバラマキとは一線を
画すという姿が示されたことは、これまで金利が急速に上昇してきた国債市場にとって安心材料と
なる。長期金利は高止まりが続くものの、主要な金融政策イベントと財政イベントを通過し、横ば
いの推移となるだろう。ただし、財政に対する警戒感が残る中で、国債入札といった突発的なイベ
ントで金利が急騰する可能性には注意が必要となる。
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—ドル・人民元（左軸) —人民元・円（右軸） —ドル・ルピア（左軸) —ルピア・円（右軸）—ドル・バーツ（左軸) —バーツ・円（右軸）

◆ 今月の相場見通し④ 新興国通貨（アジア）

1月の予想 見通し

中
国

人民元/円 21.00 ～ 23.00
FRBの利下げ継続期待が一巡しドル/人民元は概ね横ばいの推移
米国経済は足元で堅調な推移であるものの、労働市場には軟化の兆候が出ており、FRBは予防的な意味合いを
持って、12月のFOMCで3会合連続となる利下げを行った。ただし、労働市場が顕著な悪化にはなっていないこと
を示すデータも出てきており、FRBの連続利下げ期待が後退し、当面はドル/人民元のレンジ相場を予想する。ドル/人民元 6.90 ～ 7.10

タ
イ

バーツ/円 4.90 ～ 5.10
バーツ高対策が徐々に効果を発揮し反落を見込む
12月のバーツ相場は対ドル、対円で底堅く推移した。引き続き①タイの経常黒字拡大②バーツ相場と連動性の
高い金価格の上昇③FRB利下げ期待によるドル安④日本の財政警戒等を背景とした円安が背景となった。1月
は対ドルと対円で反落を見込む。タイ中銀総裁は「現在の経済環境において、バーツ高は大きな影響を及ぼし、到
底受け入れらない」と述べ、バーツ高対策を進めており、徐々に効果が出ることを想定。ドル/バーツ 30.5 ～ 32.0

イ
ン
ド

ネ
シ
ア

100ﾙﾋﾟｱ/円 0.89 ～ 0.97
財政懸念がくすぶり軟調推移を見込む
12月のルピアは対ドルではルピア安、対円では横這いとなった。中銀会合ではルピア安圧力をかわすために政策金
利据え置きをしたが、対ドルでは一段とルピア安が加速した。主要国通貨では最も弱い対円ではもみ合いに終始
する展開となった。1月のルピアは対ドル、対円で軟調推移を予想する。財政懸念がくすぶるなか資金流出の動き
は継続し、ルピアの重石となろう。日本の介入警戒や財政懸念の後退も対円でのルピア相場には圧迫要因。

ドル/ルピア 16,500 ～ 17,000

出所：Bloomberg
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◆ 年間為替見通し

2026年
ポイント

1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

ドル円
レンジ 140 ～ 160 140 ～ 160 140 ～ 160 140 ～ 160 日米金融政策の織り込みはある程度進んでいるが、

米関税の影響がインフレ指標に表れ始めれば、FRB
による利下げ観測後退からやや円安が進行か。期末値 150 150 150 150

ユーロ
ドル

レンジ 1.10 ～ 1.22 1.10 ～ 1.22 1.10 ～ 1.22 1.10 ～ 1.22 ドイツをはじめとするユーロ圏各国の財政拡張方針
や米国からの資産逃避を受けて25年春より急速に
ユーロ高となった。一定程度ドル買い戻しの動きも
あろうが、ECBは利下げ局面を既に終了したとの見
方が増加してきており、ユーロは引き続き堅調に推
移しそうだ。

期末値 1.16 1.15 1.16 1.17

ユーロ
円

レンジ 160 ～ 190 160 ～ 185 160 ～ 180 160 ～ 180

期末値 174 173 174 176

ポンド
ドル

レンジ 1.30 ～ 1.40 1.25 ～ 1.35 1.25 ～ 1.35 1.25 ～ 1.35 財政懸念がくすぶる中、引き続き増税等の議論が浮
上しやすく上値の重い展開を想定。金融政策面でも
日銀が利上げを模索し、ディカップリングが想定さ
れ、対円で上値を抑える。また米利下げが徐々に一
服となり、対ドルでも上値は重くなろう。

期末値 1.32 1.30 1.30 1.30

ポンド
円

レンジ 185 ～ 215 185 ～ 210 185 ～ 205 185 ～ 205

期末値 198 195 194 194

ドル
人民元

レンジ 6.90 ～ 7.15 6.90 ～ 7.15 6.90 ～ 7.10 6.90 ～ 7.10 米中の貿易交渉は最悪の結果は回避されたが、問題が
先送りされたことで膠着状態が継続する。FRBは労働
市場の軟化とインフレ高止まりのバランスを見ながら、
2026年序盤にターミナルに達することから、ドル/人
民元の横ばいの推移が続いていく。

期末値 7.00 7.00 7.00 7.00

人民元
円

レンジ 20.00 ～ 23.00 20.00 ～ 22.00 20.00 ～ 22.00 20.00 ～ 22.00

期末値 21.43 21.43 21.43 21.43

豪ドル
円

レンジ 96 ～ 110 96 ～ 108 96 ～ 108 96 ～ 108 インフレに対する警戒感や労働市場の底堅さから豪
中銀は利下げに慎重な姿勢を見せている。FRBの利
下げ継続もあいまって豪ドルは堅調に推移か。期末値 105 102 102 102

タイバーツ
円

レンジ 4.60 ～ 5.10 4.60 ～ 5.00 4.60 ～ 5.00 4.60 ～ 5.00 日銀の利上げもあり円売り圧力が徐々に緩和するも、
観光業の回復や景気支援策がバーツの下支えに。

期末値 4.80 4.80 4.80 4.80
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◆ マーケットカレンダー
日本 米国 その他 日本 米国 その他

1/1(木) (元日) (元日) 1/19(月) 11月機械受注 (キング牧師記念日)
（他）世界経済フォーラム（ダボス会

議）(~23日)

1/2(金) 1/20(火) 20年債入札 （独）1月ZEW景気指数

1/5(月) 12月ISM製造業景況指数 1/21(水) 12月住宅着工・許可件数

1/6(火) 10年債入札 20年債入札

1/7(水) 10月製造業受注 1/22(木) 12月貿易統計 7-9月期GDP（確定値）

12月ADP雇用統計 1/23(金) 12月消費者物価指数 （欧）1月PMI（速報値）

12月ISM非製造業景況指数 植田日銀総裁定例会見

1/8(木) 11月毎月勤労統計（速報） 10月貿易収支 1/26(月) 2年債入札 （独）1月IFO企業景況感指数

30年債入札 1/27(火) 1月消費者信頼感指数

1/9(金) 11月家計調査 10月住宅着工・許可件数 5年債入札

12月雇用統計 1/28(水) 40年債入札 FOMC（結果発表）

1/12(月) (成人の日) 10年債入札
日銀金融政策決定会合議事要旨

(12/18～19開催分)

3年債入札 1/29(木) 11月製造業受注

1/13(火) 12月景気ウォッチャー調査 10月新築住宅販売 11月貿易収支

12月CPI 12月個人所得・消費支出

30年債入札 7年債入札

1/14(水) 5年債入札 11月PPI 1/30(金) 12月鉱工業生産 12月PPI

11月小売売上高 12月住宅着工件数

12月中古住宅販売 12月労働力調査

米地区連銀経済報告 2年債入札

1/15(木) 12月企業物価指数 1月NY連銀製造業景気指数 1/31(土)

1月フィラデルフィア連銀製造業景気指数

1/16(金)
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【12/12～18】

◎日本食店、2 年で1.5 万店減、景気低迷で、高級か
ら高コスパへ

中国で日本食レストランが減っている。日本の農林水産省に
よると、中国本土（香港・マカオなど中華圏含まず）の日本食
店数は2025 年時点で6 万3,500 店となり、23 年時点から1 万
5,260 店減少した。

景気低迷で市民の節約志向が強まり、高価格帯の日本食店が
減っていく中で、低価格帯に強みを持つコストパフォーマンス
の高い企業が来店客をつかみ、出店を広げている。

【12/5～11】

◎幅広い業界で広がる人材不足、新興・需要拡大分野
で深刻化

中国の幅広い業界で人材不足が広がっている。新興産業分野ではド

ローン操縦士や人工知能（AI）開発関連、ロボット開発関連などでの
不足が目立ち、各社は高給を用意して自社人員の確保に乗り出してい
る。

ペット関連や介護の分野でも需要の高まりに伴い人手不足が深刻化
しつつあるようだ。一方、中国の全国都市部調査失業率は今年1-10 
月の平均で5.2%、学生を除く16-24 歳の失業率は最近、月17-
18%の高水準で推移している

＜月次データ＞

項目 単位 2025/1 2025/2 2025/3 2025/4 2025/5 2025/6 2025/7 2025/8 2025/9 2025/10 2025/11

実質GDP成長率 ％ - - 5.4 - - 5.2 - - 4.8 - -

消費者物価上昇率 ％ 0.5 -0.7 -0.1 -0.1 -0.1 0.1 0 -0.4 -0.3 0.2 0.7

都市部調査失業率 ％ 5.2 5.4 5.2 5.1 5.0 5.0 5.2 5.3 5.2 5.1 5.1

輸出額 10億ドル 324.3 214.8 313.1 315.1 315.6 325.0 321.4 321.5 328.4 305.2 330.4

輸入額 10億ドル 186.3 183.6 211.2 219.2 212.8 210.7 223.7 219.6 238.0 215.2 218.7

経常収支 100万ドル - - 165,449 - - 294,149 - - - - -

外貨準備高 10億ドル 3,209.0 3,227.2 3,240.7 3,281.7 3,285.3 3,317.4 3,292.2 3,322.2 3,338.7 3,343.3 3,346.4

主要政策金利 ％ 4.35 4.35 4.35 4.35 4.35 4.35 4.35 4.35 4.35 4.35 4.35

対ドル為替レート 人民元 7.31 7.28 7.25 7.30 7.21 7.18 7.17 7.17 - - -

※ 対ドル為替レート：期末又は月末値　　主要政策金利：1年物貸出基準金利 出所：Bloomberg
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”上海下午茶”（上海からティータイム） りそな銀行上海駐在員事務所

高齢化が急速に進行し、6割以上の地域（31省・自治区・直
轄市の内）が『高齢社会』となっています。

WHOの指標では、60歳以上の人口が20％以上か65歳以上
が14％以上になると『高齢社会』となります。
60歳以上の人口が10％、65歳以上が7％を超えると『高齢化
社会』となります。

2024年末の総人口は14億828万人、内60歳以上の人口は約
3.1億人となり、総人口に占める比率は約22％でした。
中でも65歳以上の比率は15.6％となっています。

第一財経の調査では、少なくとも20地域が『高齢社会』に
突入しました。60歳以上の人口比率は、20％超えが18地域・
内北部は12地域あり、特に東北地域の高齢化が進んでいます。
大都市と比較して、経済発展が遅れている地域で高い傾向があ
り、若者が職を求めて地元を離れ、親世代が地元に残るという
傾向が広がっています。

高齢者人口の拡大に伴い、医療、介護業界の需要増加が見込
まれ、日系企業も注目しています。日本貿易振興機構（ジェト
ロ）によると、介護福祉分野の日本企業の中国進出は2010年
代に本格化しました。現在は、介護施設で10社以上・ヘルス
ケア関連で150社以上が進出しています。

○中国、6割以上の地域が「高齢社会」

しかしながら、家族が中心となって介護する現地の文化
と日系企業が提供する介護サービスが合わない、コスト重
視の現地ニーズに合致しない等により撤退する企業も出て
います。一方で、認知症ケアやロボットを活用したサービ
スや商品は、中国で人気を集めています。
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央銀行の2023年3月の経済報告によれば、国内経済の成長が前月より鈍化したとの見方

タイの景気動向

◆2025年10月の景気、緩やかに改善

・タイ中央銀行は2025年10月の経済報告書で、タイの経済は緩やかに改善したと発表し

た。電子製品の輸出の拡大や観光業の回復が牽引した。

・鉱工業生産指数は前年同月比0.1％下落した。製造業の全体はおおむね横ばいだったも

のの、電子部品や電気自動車の生産が増加した。

・民間投資は同7.9％減少した。機械・設備投資と建設投資ともに減少したことを受け、

前月の同1.4％増から大幅に下落した。他方、民間消費は同4.1%増と前月に続き改善した。

耐久・非耐久財消費財はいずれも増加した半面、準耐久財消費財は横ばいだった。サービ

ス分野は国内外の旅行者の増加により、ホテルやレストランでの消費が伸びた。

◆2025年11月のCPI、前年前月比0.49％下落

・タイ商務省が発表した2025年11月の一般消費者物価指数（CPI）の平均値は、前年同

月比0.49％下落し、8カ月連続のマイナスとなった。政府による生活費負担の軽減やエネ

ルギー価格の下落が響いた。

主要経済指標

りそな銀行バンコック駐在員事務所
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◆EV国産条件、さらに緩和

・タイの国家電気自動車政策委員会（NEVPC）は11月25日、電気自動車（EV）優遇策

「EV3.0」と「EV3.5」の利用メーカーに対する国産義務の条件緩和を発表した。

・条件緩和では、輸出向けのEV１台を生産ノルマ上で1.5台として換算可能とし、年間台

数にカウントできる輸出期限を年末から翌年の６月末まで延長する。また、2026年の開

始を求めていたタイ製バッテリーセルの使用要件は、条件付きで半年間猶予する等国産義

務の運用を柔軟化する。

・既存の優遇策の効果を高め、供給過剰リスクに対応することが狙い。また、ノルマ達成

が困難な中国メーカーを救済する狙いも透けている。

◆2025年10月の輸出額、16か月連続プラス

・タイ商務省によると、2025年10月の輸出額は前年同月比5.7％増の288億3,560万米ド

ルを記録した。16カ月連続のプラスとなったが、伸び率は過去1年で最も低かった。農産

物・加工品の輸出は前年同月比5.1％減少したが、工業製品が同8.8％増加した。

＜月次データ＞

項目 単位 2025/1 2025/2 2025/3 2025/4 2025/5 2025/6 2025/7 2025/8 2025/9 2025/10 2025/11

実質GDP成長率 ％ - - 3.2 - - 2.8 - - 1.2 - -

消費者物価上昇率 ％ 1.3 1.1 0.8 -0.2 -0.6 -0.3 -0.7 -0.8 -0.7 -0.8 -0.5

失業率 ％ 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.8 0.8 -

輸出額 100万ドル 25,277 26,707 29,548 25,625 31,045 28,650 28,581 27,743 30,971 28,836 -

輸入額 100万ドル 27,157 24,719 28,575 28,946 29,928 27,588 28,259 29,708 29,696 32,272 -

経常収支 100万ドル 3,445 6,164 1,549 -1,606 -561 3,108 2,397 -1,521 1,873 -1,785 -

外貨準備高 10億ドル 242.1 244.8 245.3 256.8 257.6 262.4 261.9 267.4 273.3 272.0 274.7

主要政策金利 ％ 2.25 2.00 2.00 1.75 1.75 1.75 1.75 1.50 1.50 1.50 1.50

対ドル為替レート バーツ 34.2 33.8 33.8 33.8 33.0 32.6 32.5 32.4 - - -

※ 対ドル為替レート：期末又は月末値　　主要政策金利：タイ翌日物レポ金利 出所：Bloomberg
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タイにおける自動車産業の動向 りそな銀行バンコック駐在員事務所
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2025年 前年同期比

(1～10月） （％）

【台数】 （台）

四輪 生産台数 乗用車 451,710 95.3

商用車 759,776 98.3

合計 1,211,486 97.2

国内販売台数 乗用車 193,395 104.3

商用車 301,606 104.2

合計 495,001 103.9

輸出台数 772,095 90.5

二輪 生産台数 1,665,431 105.1

国内販売台数 1,449,052 101.9

輸出台数 734,802 94.6

【完成車輸出金額】

四輪 515,763 87.6

二輪 51,243 97.1

出所：タイ工業連盟（FTI) 出所：タイ運輸省陸上運送局のデータを基に作成

出所：タイ国トヨタ自動車のデータを基に作成 出所：タイEV協会、タイ運輸省陸上運送局
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1,841,686

292,505

1,282,676

600,839

265,069

生産・国内販売・輸出の動向

558,440

1,883,515

1,683,239

938,762

電気自動車の動向

2022年 2023年 2024年 10月
乗用車新車登録台数に占めるEVの割合

バッテリー式電気自動車（BEV）

1,792,016 1,856,814

2,120,738

1,117,539

55,997

(百万バーツ）

619,348 719,992

822,608

699,163

68,589

メーカー別国内販売 （乗用車＋商用車）

73,729 63,969

79,688

19,291

27,741

83,064

47,032

135,685

150,489

133,706

89,570

53,210

5,430

7,807 7,060 
11,331 11,703 9,372 

16,424 
24,464 

35,740 

64,035 

85,069 

127,214 

117,277 

2,999 5,781 

20,816 

100,219 96,718 96,877 
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EV新規登録の推移
（２輪車・３輪車を含むEV登録台数）

プラグインハイブリッド車（PHEV） ハイブリッド車（HEV） バッテリー式電気自動車（BEV）

（台）

2024年 通年

BEV
67,954台
（14.0％）

新車登録
486,963台

内燃機関車

419,009台
（86.0％）

2025年 （１～10月）

BEV
93,991台
（21.8％）

新車登録
431,834

台

内
燃
機
関
車

日系シェア 76.7%

※ 7人乗り以下の乗用車と定義

トヨタ

37.6%

いすゞ

11.9%
ホンダ

11.5%

日産

1.5%

三菱

4.5%

フォード+マ

ツダ

4.3％

中国勢

（BYD+MG

+GWM等）

16.4%

その他

12.3%

2025年 （１～10月）

日系シェア 69.8 %
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5.2%
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+GWM等）
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その他

9.9%

2024年 通年


